
あなたが変えられる
公務非正規問題

つながって、足下から、一緒に始めよう

川村雅則・北海学園大学

第22回全国地方議員交流研修会in横浜

第4分科会 女性の貧困 非正規労働、

ケア労働から考える

（2026年7月22日）

川村雅則研究室
労働情報の発信・交流サイト「北海道労働情報NAVI」

公務非正規問題に取り組む

深刻な非
正規公務
員問題
議員・議会に責
任はないと言え
るだろうか？

出所：『北海道新聞』朝刊2024年3
月25日付

•当事者を活動の中心に
据え、労働組合、弁護
士、女性団体・市民団
体、報道機関、研究者
などと幅広く、本気の
連携、共同の実現を

「公共の再生」
に向けて大きく構える

注：ジェンダーバイアスが
かかった職業と属性の図
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公務非正規問題の背景にあるグローバル
大国化と新自由主義改革・構造改革政治
公務員の削減、三位一体改革、平成の大合併、etc.

図 全国の地
方自治体にお
ける正規職員、
非正規職員の
推移

調査活動をベースに問題
を可視化してきました

•調べることが当事者・参加者を
エンパワーメント

•公務部門での調査・情報収集は、
そのアクセス面において、民間
部門より優位

•自治基本条例、議会基本条例に
魂を入れる活動

• 当事者調査
• 自治体調査（基本情報、任用条件、
各種制度など）

出所：『北海道新聞』
朝刊2013年10月22日付

調査は、必ずしも自前で実施する必要はない
国や自治体が実施した調査データを集計・分析する

• 2012年当時の総務省調査データのうち北海
道分を集計・分析（当時はまだ開示請求手
続きが必要）

• １週間当たりの勤務時間が19時間25分以上
で、任用期間が６か月又は６か月以上とな
ることが明らかな職員に限定

• その限界を前提に各自治体の状況など把握

• 現在はデータの取得も容易

• 近隣自治体ないし県内自治体まで含めて比
較集計するなどの活用を

出所：『北海道新聞』朝刊2013年11月26日付
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出所：『北海道新聞』
朝刊2024年7月1日付
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自治体自身に調べさせる、という実践
──旭川市（総務部人事課）「令和6年度職員意識調査結果」を例に

• 調査の概要

• 調査の目的

• 少子高齢化や人口減少など社会情勢が変化する中で、職員
の業務や職場環境等に関する意義の傾向を把握し、今後の
人事管理の取組に活用します。

• 調査方法

• ■調査期間

• 令和6年7月1日（月曜日）から7月31日（水曜日）まで

• ■調査対象者

• 正職員（特別職を除き、再任用職員を含む全職員
2,894人）

• 会計年度任用職員（週20時間以上勤務する職員 1,705
人）

• ■回答方法

• LGWAN又はインターネット回線を利用したLoGoフォームに
よる回答

• ■調査項目

• 基本的事項（性別・年齢・職種・扶養）

• 仕事について

• 給与制度等について

• 労働環境について

• 職場について

• 各種ハラスメントについて

• 総合満足度（自由意見含む）

• 回答結果

• ■回答者数

• 正職員 1,661人（前回調査（R4）：1,383人）

• 会計年度任用職員 678人（前回調査（R4）： 720人）

• ■回答率

• 正職員 57.4％（前回調査（R4）：47.6％）

• 会計年度任用職員 39.8％（前回調査（R4）：
40.6％）

出所：旭川市
「令和6年度職
員意識調査の
回答結果【会
計年度任用職
員】」より。

「自治基本条例」「議会
基本条例」に魂を入れる

• 議会基本条例は、6割弱の議会で制定（公
共政策研究所調べ25.04.01）

• 背景にある議会への不信感。我々自身に
も、議会はそういうものというあきらめ
はないか

二元代表制の一翼を担う議会の再生もまた「公共
の再生」に資する取り組み

・市長等の行政事務の執行に対する監視・評価
・市政の課題に対する調査・研究や政策立案・提言
・議員相互間の討議を通じた合意の形成

ここまでですでに明らかなとおり

公務非正規問題への取り組みにおける多面的
な意義と奥行きの深さ

•ディーセントワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現
• 非正規問題の是正

•ジェンダー平等の実現

•ケア・ケア労働に対する評価の実現

•新自由主義政治で痛めつけられてきた公共の再生
• 担い手問題からのアプローチ

•地方政府（行政、議会）の再生

•地方から国を変える取り組み
• 新自由主義政治への対抗
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目指すべきは
ディーセントワーク

• 「働きがいのある人間らしい仕事、
より具体的には、 自由、公平、安
全と人間としての尊厳を条件とした、
全ての人のための生産的な仕事」

• 「権利が保障され、十分な収入を生
み出し、適切な社会的保護が与えら
れる生産的な仕事を意味します。そ
れはまた、全ての人が収入を得るの
に十分な仕事があることです」

• ４つの戦略目標（右図）

• ジェンダー平等という横断的目標・
課題

注：ILO駐日事務所ウェブサイトより。

民間非正規雇用制度を視野に入れた
民間非正規用制度に追いつくための取り組みを

民間と公務の雇用制度の違い／公募問題を題材に

注：公務におけるa の墨塗箇所は、条件付採用期間（試用期間）。b の点線は勤務実績に基づく能力
実証が認められた箇所。c の実線は、公募制による能力実証が必要とされる箇所。出所：筆者作成。

公募廃止の背景には、全国ならびに一つ一つの自治体
での労働組合や議員らによる取り組みがあった

表 再度任用における公募の実施状況の結果のうち、公募が行われていない団体数の推移（2020年
度～2025年度）

2025年度2024年度2023年度2021年度2020年度

6.4%30.0%00.0%017.0%80.0%0都道府県

15.0%35.0%15.0%120.0%45.0%1指定都市

28.6%22711.8%9411.7%9317.5%13911.8%94市区

24.3%22517.1%15818.0%16718.0%16716.4%152町村

31.8%36424.7%28425.0%28018.5%21118.0%213一部事務組合等

28.0%82218.3%53718.6%54118.1%52915.5%460合計

注1：2020年度は、「毎回公募を行わず再度任用する」団体。
注2：2021年度は、「毎回公募を行わず再度任用する部門・職種がある」（下線は引用者）。
注3：2023年度以降は、「公募の実施に関する基準がいずれの部門・職種にもない」。
出所：2020総務省調査～2025総務省調査より作成。

2024年6月、３年公募問題
に対する総務省マニュアル
が改正（例示が削除）

出所： 総務省「会計年度任用職員制度の導入等に
向けた事務処理マニュアル（第2版）」の改正につ
いて（通知）（令和6年6月28日付総行公第49号）よ
り。
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公務非正規問題自治体
議員ネット（24年8月発足）
に集う議員らも、会計年度任用職
員の公募制廃止を最重要課題とし
て取り組みを継続

出所：『北海道新聞』朝刊
2025年9月30日付

賃金制度に関する、総務省
マニュアルの改訂
• ポイント

• （1）報酬水準決定について、常勤職員と同様に、
「知識、技術及び職務経験」が考慮要素となるこ
とが明確に。

• （2）会計年度任用職員の給料等の水準に、必ず
しも上限を設ける必要はない（！）と新規で記載。

• （3）常勤職員の初任給を、会計年度任用職員の
うち定型的・補助的な業務等に従事する事務補助
職員の給料等の上限の目安とする規定は削除。

• （4）保育士・看護師等の専門職種の給与等は、1
級の水準に限る必要はないと新規で記載。

• （5）会計年度任用職員の再度任用時の給与決定
については、厚生労働省が２０１８年に取りまと
めた「同一労働同一賃金ガイドライン」を踏まえ、
常勤職員の初任給決定基準や昇給制度との「権
衡」を求めていくことが課題に。

出所：総務省「「会計年度任用職員制度の導入等に
向けた事務処理マニュアル（第2版）」の改正につ
いて（通知）（令和7年6月25日総行給第29号）」

問題含み／不十分な
がらも、民間部門で
進む「均等待遇」
（不合理な格差是正）

出所：厚生労働省「リーフレット
｢パートタイム・有期雇用労働法が施
行されます」」

パ・有法の省令、ガイドラインの改正

民間非正規と公務非正規との制
度格差が拡大？

•賞与・退職手当
• 賞与・退職手当の目的には、
労務の対価の後払い、功労報
償等のさまざまな目的が含ま
れます。

• これらの目的が妥当するにも
かかわらず、パートタイム・
有期雇用労働者に対し、正社
員との間の職務の内容等の違
いに応じた均衡のとれた内容
を支給しない場合、不合理と
認められる可能性があります。

•無事故手当／家族手当
／住宅手当／福利厚生
施設／夏季冬季休暇／
褒賞

出所：厚生労働省「パートタイ
ム・有期雇用労働者に関するルー
ルが変わります」
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民間ではありえない事態
はまだまだ続く
──宜野湾市図書館会計年度任用職員の雇い止め問題（2026年3月）

• 沖縄自治労連の取り組み

• 5人の会計年度任用職員の雇い
止め

• 勤続10年に及ぶ「統括」職や、
班長を務める司書などのベテ
ラン職員

• 公募・選考、人事評価制度を
めぐる問題

• 県の人事委員会（委託）・苦
情処理制度は機能不全

注：詳細は拙稿を参照。

当事者・支援者の粘り強い取り組みでみえてきた様々な問題・制度的欠陥

会計年度任用職員制度、公平委員会・人事委員会制
度を根本から問う取り組みへの全国からの応援を

■選考プロセスの不透明さと説明責
任の欠如

• 抽象的な説明に終始し具体的な不採用理由は
示さず

• 選考時における面接内容は、専門性を測るも
のにあらず

• 29名もの受験者（書類選考での不合格者を含
む）がいた選考において、記録文書が不存
在？

• 公務員採用における「成績主義」や「平等取
扱いの原則」を無視？

■人事評価制度の不適切な運用
• 原則不開示の規定
• 行政手続きの矛盾（公募の当該年度の評価
シートは作成せず、となれば、人事評価なし
で勤続手当を支給？）

■救済機関の機能不全
• 市が事務を委託している沖縄県人事委員会に
照会するも、「会計年度任用職員の更新関係
（再度任用）は管轄外」と回答

• （再度の照会に対し）相談者は任期満了で退
職という制度の形式的な解釈を盾に

• 「再度の任用をするかしないかは、任命権者
の責任と判断によってなされるべきもの」と
一蹴

公共民間労働問題
公契約条例・運動

求める会の構成団体：

反貧困ネット北海道／特定非営利活動法人建設政策研究所／日本労働弁護団北
海道ブロック／非正規労働者の権利実現全国会議・札幌集会実行委員会／連合
北海道札幌地区連合会／全建総連北海道建設労働組合連合会／全建総連札幌建
設労働組合／札幌地区労働組合総連合

条例制定に向けた署名活動・街頭宣伝（2013年8月）

「札幌市公契約条例の制定を求める会」
（2012年～）、統一地方選2027に向けた
取り組みを進めています

民
間
化
へ
の
対
抗
の
た
め
に

も
公
契
約
条
例
の
制
定
を

•出所：連合「（パ
ンフレット）公契約
条例をつくろう」
2012年2月発行よ
り
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民間化促進の懸念
しかし議員と労組が連
携すれば

• 「公共サービスの産業化」

• 会計年度任用職員の処遇の
一定の「改善」が進めば民
間化に拍車という懸念

• 公契約条例の制定や労働組
合の組織化で歯止めをかけ
る

出所：『北海道新
聞』朝刊2025年12
月2日付

参考：江別市は、会計年度任用職員の給食
調理員が141人（2024総務省調査）

・悩み・苦しみに寄り添い
・問題解決をともに喜び合う
・公務非正規問題に関する
・当事者・支援者のための

•問題解決方法

•過去実績、経
験

•到達点

•国の制度情報

などなどの情報
共有や、相談・
交流機能

「プラットフォーム」
の構築を！！

ここで終わりにしない！

ともに継続的な学びと
行動を！

■公務非正規問題自治体議員ネット

• 2026総会＋学習会は、8月17日（月）を予定

• 議会質問に向けた実践的な学習を

■書籍販売

• 新刊『Q&Aで解説 会計年度任用職員制度の現行
ルールと課題』、既刊『お隣の非正規公務員』、
本日ともに２割引（1500円、1200円）にて販売
中

参考文献・資料

•公務非正規問題自治体議員ネットについては

「公務非正規問題自治体議員ネット活動の記録」を参照。

• 非正規公務員問題の総論的な整理は、最新刊『Q&A で解説 会計年度任用職員
制度の現行ルールと課題――地域を支える公務・公共サービスの担い手のあり
方とは』自治体研究社に収録された、拙稿「公共サービスを担う「非正規公務
員」と会計年度任用職員制度」を参照。

• 宜野湾市雇い止め事件は、NAVIで連載配信している拙稿「検証・宜野湾市図書
館会計年度任用職員雇い止め事件」を参照（現在、第5報まで配信）。短くま
とめた文書として、拙稿「会計年度任用職員の雇い止め問題とハラスメント研
究からみえてくる課題──2026上半期の取り組み、調査・研究から」『官製
ワーキングプア研究会レポート』第54号（2026年7月号）を参照。

• 公契約運動については、「札幌市公契約条例の制定を求める会」の記録を参照。
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